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いわゆるゼロ国債工事等に係る金融保証による借入金に係る 

経営事項審査の事務取扱いについて 

 

 

平素は本会の活動に対しまして、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

標記の件につきまして、平成 28 年度補正予算におけるいわゆるゼロ国債工事

等に係る金融保証による借入金に係る経営事項審査の事務取扱いについて、別

紙のとおり取り扱う旨、国土交通省土地・建設産業局建設業課より当会に対し

て通知がございました。 

つきましては、本件につきまして、貴会会員企業の皆様に周知賜わりますよ

う、よろしくお願い申し上げます。 

 

以 上 

 

別添資料 

・ゼロ国債金融経審通知（業界団体） 

 

 

（担当）事業部 中森 

TEL 03-3551-9396 

FAX 03-3555-3218 

ﾒｰﾙ jigyo@zenken-net.or.jp 

 



国 土 建 第 ４ ３ ５ 号

平成２９年３月２日

建設業者団体の長 殿

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

いわゆるゼロ国債工事等に係る金融保証による借入金に係る

経営事項審査の事務取扱いについて

平成２８年度補正予算におけるいわゆるゼロ国債工事等に係る金融保証による借入金

に係る経営事項審査の事務取扱いについては、下記のとおりとしましたので、傘下の建

設業者に対して周知指導方お願いします。

記

１．平成２０年国土交通省告示第８５号「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審

査の項目及び基準を定める件」第一の二２における「基準決算における流動負債と固

定負債の合計の額」（以下「負債合計額」という。）に含まれる、経営状況分析の申請

者がいわゆるゼロ国債工事等に係る金融保証により金融機関から受けた借入金の額（以

下「ゼロ債金融保証による借入金」という。）は、負債合計額から控除することができ

ることとする。

２．経営状況分析の申請者がゼロ債金融保証による借入金の負債合計額からの控除を求

める場合においては、経営状況分析申請書（建設業法施行規則別記様式第２５号の８）

の余白に「ゼロ債金融保証による借入金 ○○○円」と記載して申請を行うこととす

る。

３．１．により控除することができる金額は、いわゆるゼロ国債工事等に係る金融保証

による融資を実行した金融機関が別添様式又は金融機関所定の様式により残高証明し

たものに限ることとする。



〈様式〉

平成 年 月 日

いわゆるゼロ国債工事等に係る金融保証による融資残高証明書

（登録経営状況分析機関）

代表者 ○○ ○○ 殿

○○銀行

○○支店長 ○○ ○○ 印

○○株式会社に対する平成 年 月 日現在のいわゆるゼロ国債工事等に係る

金融保証による融資残高は、○○，○○○，○○○円であることを証明します。

なお、その内訳は以下のとおりであり、各融資に係る金銭消費貸借契約証書（これに

類するものを含む。）の写しを添付致します。

発注者 工事名 融資日 弁済期日 融資残高


	132-1.pdf
	132-2.pdf

